


「一本化様式」について





■港湾運送事業　
■内航海運業　
■倉庫業
■貨物利用運送事業
■貨物自動車運送事業　　　　　　

上のいずれかを兼業している事業者は･･･
氏名、名称、住所、役員、社員　に変更があった場合
　→　事業ごとの提出に代えて、
　　　以下の「第１号様式」「第２号様式」にて
　　　一本化して提出することができます。
　　　別添の「記載例」もご覧下さい。


ただし、主たる事務所、営業所などの変更は、
　→　それぞれの事業ごとに提出してください。
　　　（一本化した提出はできません。）







第１号様式（第２条関係）
令和　　年　　月　　日

　沖縄総合事務局長　　殿

住　　 　所　
電 話 番 号　
名称(氏名)　 
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　  TEL                                                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　変更届出書

   　　　　　　　を変更しましたので、下記のとおり、（関係書類を添えて）届け出ます。

記
１．事業の種類及び提出先
	     　　　各事業における提出先
経由局及び関係局


  事業の種類

	国
土
交通
大
臣
	地方運輸局長等
	 　
備　　 　考
 
(免許番号等
を記載)


	
	
	北

海

道
	東



北
	北陸信越

	関



東
	中



部
	近



畿
	神



戸
	中



国
	四



国
	九



州
	沖



縄
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　※　貨物利用運送事業は「１種」「２種」及び「利用運送機関（内航、自動車など）」も明記して下さい

2． 変更事項（該当する項目に○を付して下さい）　
①住所　②名称　③氏名　④役員　⑤社員

3． 根拠条項（該当する項目に○を付して下さい）
   ①港湾運送事業法施行規則第30条第１項　 ④貨物利用運送事業法施行規則第49条第１項
   ②内航海運業法施行規則第4条第１項   ⑤貨物自動車運送事業法施行規則第44条第１項
　   ③倉庫業法施行規則第24条第２項　　　　　　

４．新旧対照表　
	変更事項
	新
	旧

	住　 　　　所
	
	

	名 称（氏名）
	
	

	役
員
・
社
員
	代  表  者
	
	

	
	代 表 者
以 外 の
役    員
（社員）
	
	



５．届出事由発生の日　　
　　　　　　　　　令和     年　   月　    日　
                                                                                     
官庁記載欄


≪　記載にあたって　≫

１．役員又は社員に変更があったときは、関係書類として、関係法令の欠格事由のいずれにも該当しない旨の宣誓書（第２号様式）を添付すること。

２．記の１（表）については、事業の種類ごとに提出先に◎、経由局及び関係局（港湾運送事業、貨物利用運送事業及び貨物自動車運送事業にあっては事業所又は営業所の所在地を管轄する地方運輸局、倉庫業にあっては営業所の所在地を管轄する地方運輸局及び倉庫の所在地を管轄する地方運輸局をいう。）に○を記入すること。

３．記の２及び３については、該当する事項に印を付けること。

４．記の４については、変更となった事項だけを記載すること。

５．用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とすること。

６．官庁使用欄として、予約を３ｃｍ程度とること。































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
官庁使用欄

第２号様式
  
宣　　　　　誓　　　　　書







  
　私は、　　　　　　　　　　　　　　に規定する役員又は社員の欠格事由のいずれにも該当しないことを誓います。
                                                                              
 




                                                                             
 　　令和　　年　　月　　日                                                 
                                                                            
                                                                                                                                                                   　　　　　　　     　　　                              氏名   　　　　　　　　　　　　


                                               氏名                 　      











（※）下線部には、関係する事業法を全て記載して下さい。
　　　（港湾運送事業法、貨物利用運送事業法、内航海運業法、貨物自動車運送事業法、倉庫業）
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別　紙

役員一覧

	
	新
	就任日
	旧

	代表者
	
	
	

	取締役
	
	
	

	監査役
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